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序章 問題意識、研究方法および概要 

 

１ 問題意識 

 ここ数年の間に地域雇用対策をめぐる環境は大きく変化している1。変化の１つとして、政策主

体のウエイトが国から自治体へと移っていることを挙げることができる。この背景には、不況が

長期化する中、財政が悪化したため、かつてのように公共事業の拡大で地方の雇用を支えること

が難しくなっているという事情がある。 

政策主体が国から地方へと移る背景にある法制度の整備に目を向けると、地方分権一括法（2000

年）により国と地方の役割分担を明確にし、自治体への権限委譲の方針が打ち出され、地域雇用

対策も地域が主体となり、地域の状況を踏まえて、個々の地域の特徴を活かすようなものへと転

換しつつある。また、改正雇用対策法（2000 年）、職業安定法の改正（2003 年）によって自治体

の手によって雇用政策が実施されるよう期待されている。 

 地域間では人口、地理、産業構造、財政規模など、地理的・社会経済的環境は異なっており、

雇用状況も異なる。たとえば、地域の単位として市町村に注目し、2000 年国勢調査結果から完全

失業率を計算すると、全市町村の完全失業率の平均値は 4.1%である。しかし、データの散らばり

を見ると、0.0％から 18.1％まで幅広く分布し、自治体間の差は非常に大きいことがわかる2。市町

村が失業対策を講じるとしても、失業率が 18％の市町村と０％に近い市町村とでは政策的対応も

異なり、政策課題としての重要性も異なるはずである。また、失業の原因も地域によって異なる

と考えられる。失業率が５％であったとしても、失業の原因が需要不足要因による場合と摩擦的

要因による場合とでは政策的対応も異なるはずである。 

雇用政策の主体が国から地域へと移っていく中、大きく異なる雇用状況に直面した市町村が、

雇用問題にどう取り組んでいるのか確認したい、というのが本研究の問題関心である。 

失業率が高い市町村では政策課題の中でも雇用問題の位置づけが高いはずだし、政策的緊急度

も高いことが予想される。また、市町村が置かれた社会・経済状況は異なれば、失業の原因も異

なるはずだし、原因に基づく政策的対応が採られているはずである。しかし、同じ雇用状況に直

面した市町村のうち、適切な雇用対策が講じられている市町村と講じられていない市町村がある

                                                            
1 以下の記述は伊藤実・勇上和史(2005)「日本における地域雇用政策の変遷と現状」樋口美雄・Ｓ=ジゲール・労働政策

研究研修機構編『地域の雇用戦略』日本経済新聞社所収、341 ページ以降による。また、樋口美雄「日本で地域による

雇用戦略が必要な理由」樋口美雄・Ｓ=ジゲール・労働政策研究研修機構編前掲書所収も参照。さらに、樋口美雄・Ｓ

=ジゲール「経済開発と雇用創出するための地域ガバナンス」樋口美雄・Ｓ=ジゲール・労働政策研究研修機構編前掲

書所収、11～12 ページの記述が、調査結果を整理する上で参考になった。 
2 厚生労働省『平成 19 年労働経済白書』において地域の雇用状況は全国を 10 ブロックに分けて分析しているが、ブロ

ック間の失業率は３％台から５％台に分布しており、市町村間の失業率格差に比べて小さい。 
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第１－１表 既存の事例研究で取り上げられた地域とその概要（続き） 

地域 内容 住 民 参

加 

官 民 パ

ー ト ナ

ー シ ッ

プ 

地 域 人

材育成 

地 域 資

源活用 

外 部 人

材・外部

評価 

戦略 キ ー パ

ーソン、

リ ー ダ

ー シ ッ

プ 

効果 その他 

岡 山 県

津山市 

商品（食

品他）開

発、地域

ブ ラ ン

ド化 

    産 学 連

携 （ 大

学） 

    産 業 ク

ラ ス タ

ー型 

新 産 業

開 発 促

進 機 構

（市、商

工 会 議

所 に よ

る） 

  馬 路 村

視 察 参

考、 

沖 縄 県

読谷村 

村興し 村 民 出

資 の 村

お こ し

会社、集

落 単 位

の コ ミ

ュ ニ テ

ィ 

  む ら お

こし塾 

      む ら お

こ し 会

社 

  地 域 ブ

ラ ン ド

農産物 

香 川 県

高松市 

大 学 に

よ る 地

域 人 材

育成 

      大学     大学     

鹿 児 島

県 串 木

野市 

特 産 品

の開発 

商店主     マグロ     商 店 主

に よ る

組織 

    

神 奈 川

県・川崎

市 

地 域 産

業 振 興

（ イ ン

キ ュ ベ

ータ） 

民 間 企

業 

株 式 会

社、公益

法人 

ベ ン チ

ャ ー ビ

ジ ネ ス

ス ク ー

ル 

地 域 企

業 

研究者     育 成 企

業 216社 

  

神 奈 川

県 横 須

賀市 

①PPP 活

用 に よ

る 保 育

園運営、

② 食 品

（ カ レ

ー）活用

に よ る

ま ち づ

くり 

  ②市、商

工 会 議

所、海上

自衛隊 

  ②食品 ② 民 間

企 業 の

活用 

② ス ト

ー リ ー

性 

② 行 政

の リ ー

ダ ー シ

ップ 

  ② 同 じ

食 材 活

用 に よ

る ま ち

お こ し

実 施 の

自 治 体

間 の 交

流あり 

岐 阜 県

大垣市 

地 域 産

業 活 性

化 

  情 報 産

業 に 重

点 を 置

い た 産

業政策 

セ ミ ナ

ー、研修

        情 報 産

業 事 業

所 の 増

加 

  

岐 阜 県

飛騨市 

景 観 整

備 

地 域 住

民、飛騨

古 川 建

築 組 合

連合会 

補助金、

景 観 条

例策定 

  伝 統 工

芸、伝統

建築 

学 識 経

験 者 活

用、 

  観 光 協

会、 

  タ ウ ン

ト レ イ

ル 
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２ 雇用状況把握の方法 

 ところで、市町村では雇用状況をどのような方法で把握しているのであろうか。アンケート調

査では、市町村がどのような方法で雇用状況を把握しているのか、その方法をたずねてみた。 

全体の回答結果をみると、「ハローワークの資料によって把握している」という自治体が 3/4 以

上となっており、多くの自治体がハローワークの資料で雇用状況を把握していることがわかる。

市町村別に集計してみると、「ハローワークの資料」だけが市町村間で統計的に有意な差があった

(p=0.000)。しかし、「特に把握していない」という自治体も２割以上ある（第３－２図）。 

このように、市町村が雇用状況を把握する方法としては、ハローワークの資料に基づいて雇用

状況を把握しているところが多い。ただし、村でハローワークの資料で雇用状況を把握している

というところは半分にとどまり、把握していないという回答の比率が４割となっている1718。 

 

第3-2図 雇用状況の把握の仕方 

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

ハ

ロ

ー

ワ

ー

ク

の

資

料

独

自

に

調

査

外

部

の

機

関

に

依

頼

そ

の

他

特

に

把

握

し

て

い

な

い

市(443) 町(823) 村(218) 不明・無回答(17)

 
 

良く知られたように、ハローワークはすべての市町村に設置されているわけではない。それゆ

え、すべての市町村が「わが市」「わが町」「わが村」の雇用状況を把握する際、周辺地域を含む

幅をもった情報になる。しかし、雇用状況を把握していない自治体も多く、雇用問題に取り組む

上で情報を把握することが課題になると考えられる19。 

 

３ 雇用の場が不足している理由 

 では、雇用の場が不足している理由は何か。その理由を複数回答でたずねた結果を示したの

                                                            
17 このような回答結果になった理由の１つとして、回答した自治体の区域あるいは周辺地域にハローワークがあるかど

うかも関係あるかと思われる。この点について 
18 「ハローワークの資料」を利用して雇用状況を把握しているという場合、具体的な指標として有効求人倍率が利用さ

れていることも考えられる。そこで、ハローワークの資料を利用しているという市町村を抽出して分散分析を行って

みたが、統計的に有意な差はなかった。 
19 アンケート調査と並行して実施した聞きとり調査によれば、１つ１つの市町村、とりわけ町村レベルでは雇用状況に

ついての統計的情報がきわめて少ないことが指摘された。 



 

が第３－３図である。 

第3-3図 雇用の場が不足している原因 

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

も

と

も

と

雇

用

の

場

が

な

い

企

業

が

撤

退

、

倒

産

、

廃

業

公

共

事

業

の

減

少

雇

用

調

整

や

採

用

の

手

控

え

そ

の

他

市(287) 町(614) 村(162) 不明・無回答(13)

 

 

第3-2表 雇用機会不足の理由についての因子分析結果   第 3-4図 雇用機会不足の理由についての因子プロット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この図から、市町村ではもともと雇用の場が少ないところが多く、雇用の場があったとしても、

雇用調整や採用の手控えが雇用状況を悪くしているというが予想される。とりわけ町村ではこう

した傾向が強い。 

市町村で回答傾向に差があるかどうか、独立性の検定を行った結果、「もともと雇用の場がない」

(p=0.000)、「公共事業の減少」(p=0.024)、「雇用調整や採用の手控え」(p=0.000)で統計的に有意とな

っている20。 

次に、市町村の雇用機会の不足の背景について、雇用の場が不足している原因について因子分

析を行った。主因子法（バリマックス回転）により、固有値１の基準で２つの因子が抽出された。

                                                            
20 「その他」については p=0.070、10％水準で有意となっている。 

1 2
企業が撤退、倒産・廃業した 0.593 -0.071
公共事業の減少 0.572 0.244
雇用調整や採用の手控え 0.452 -0.131
もともと雇用の場がない 0.08 0.55
その他 0.098 -0.132

因子
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か。これと同じ質問を雇用問題担当者に対してもしてみた。第３－８図はその結果である。独立

性の検定の結果は統計的に有意であった（p=0.000）。全体的に見ると、市町村いずれにおいても

「国」という回答が多い23。 

 

第3-8図 雇用創出に取り組むのがふさわしい主体（雇用問題担当者の回答） 

56.6%

49.3%

46.4%

71.4%

20.5%

22.5%

18.2%

14.3%

12.3%

9.3%

14.8%

7.1%

8.0%

18.7%

19.1%

7.1%

2.5%

0.1%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市(438)

町(795)

村(209)

不明・無回答(14)

国 都道府県 市町村 商工会議所・商工会等地域の経済団体 その他

 

 

第3-9図 雇用創出の取り組みにふさわしい「国」の部門（雇用問題担当者の回答） 

23.0% 18.3% 20.4%
10.0%

41.2% 44.2% 40.9%
50.0%

30.5% 34.1% 30.1%
40.0%

5.3% 3.4% 8.6%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

市

(
2

4
3

)

町

(
3

7
8

)

村

(
9

3
)

不

明

・

無

回

答

(
1

0
)

その他

経済産業局

ハローワーク（公共職業安定
所）

都道府県労働局

 

 

 次に、「国」と回答した自治体に対して、具体的にどこがふさわしいと考えているのか、「労働

局」など４項目から最もふさわしいところを択一回答してもらった。独立性の検定の結果、統計

                                                            
23 ここには数値を示さなかったが、都道府県の担当者による回答結果によれば、国から自治体への権限委譲に伴い、地

域自治体が主体となって取り組むべき課題の１つとして雇用確保が位置づけられている。しかし、市、町、村では雇

用問題への取り組みは国レベルでという回答が半数あるいはそれ以上あり、都道府県の考え方とは異なっている。 
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第５章 雇用創出策の内容 

 

１ はじめに 

 この章では、市町村ではどのような雇用創出策を実施しているかをみていく。以下の構成は

次の通りである。まず、2003 年度から 2005 年度までに実施された雇用創出策の内容を確認する。

このうち、2003 年度と 2004 年度についてはアンケート調査結果を利用し、2005 年度はアンケ

ート調査に回答した自治体に対して実施したフォローアップ（調査方法は聞き取り調査による）

結果を利用する。 

ここで確認することは、自治体ではどのような雇用創出策を実施してきたのか。市町村によ

ってその内容は異なるのか。さらに、施策を実施するかしないかはどのような要因によって決

まるのか、こうした点を見ていく。 

 次に、構造改革特区、地域再生計画の認定申請・認定の状況を見ていく。そこでは、構造改

革特区や地域再生計画の効果についてもふれている。構造改革特区や地域再生計画が雇用創出

に対してどのような効果を持つのか、どれだけの効果があるのかはきわめて興味深い。しかし、

結論を先取りして述べると、どれだけの効果があったのかを明確に評価できるほどの資料（統

計数値を含む）が揃っていないようである1。 

なお、ここでいう雇用創出策とは、雇用に結びつく政策のことで、雇用機会を創出する産業

政策、能力開発、求職者に対する支援なども含む、広い意味で用いることにした2。既に見たよ

うに、市町村では雇用創出だけに特化した取組を実施している自治体は限られており、産業政

策とも密接に関係していることからこのように扱うことにした。 

 

２ 雇用創出策の内容 

(1)雇用創出策の内容 

 第５－１図と第５－２図は、各地域でこれまでどのような雇用創出策を実施したのか 2003 年

度と 2004 年度の雇用創出策の実施状況である。全体の傾向を見ると、2003 年度に実施した施策

の中で多かった施策は、「企業誘致」、「起業への助成金」、「その他」の施策の回答比率が高い。

しかし、「特別なことは何もない」と回答した自治体が町では５割以上、村では７割近くにのぼ

る。2004 年度の雇用創出策についてみると、回答結果は 2003 年度と同じ傾向になっている。す

                                            
1 勇上和史(2007)「規制緩和を活用した雇用創出―構造改革特区の効果」労働政策研究・研修機構編『地域雇用創出

の新潮流』所収は構造改革特区の効果に関する推計を行っている。その結果、特区による明確な雇用創出効果は確

認できなかったと論じている。 
2 アンケート調査においても、雇用創出策をここと同じく定義して回答を求めた。なお、ここで何らかの雇用創出施

策を実施していると回答したとしても、具体的にどのような方法で実施しているかについて回答は求めていない。

このことは、同じ「企業誘致」を実施したという回答であっても、企業訪問をして誘致活動を行うような積極的な

場合と自治体のウエッブページに進出企業募集と掲載しているだけの場合とが同じに扱われることになる。したが

って、政策の効果を評価するような場合には慎重である必要がある。施策の効果を考える上で、もう一つ考慮しな

ければならないことは、企業誘致に成功し、企業が進出してきたとしても、それが過去に実施した企業誘致施策の

効果なのか、アンケートに回答した施策実施の効果なのか区別できないということである。この点についても効果

を評価するにあたり慎重である必要がある。 
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方が、何らかの雇用創出施策が実施される比率が高いことになる。また、雇用創出策のとり

まとめ部署が設置されていない自治体の方が、特別な施策を実施しない比率が高いことにな

る。 

 

第 8-2-1 図 雇用創出のとりまとめ部署の設置状況と施策の実施状況（2003 年） 
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第 8-2-2 図 雇用創出のとりまとめ部署の設置状況と施策の実施状況（2004 年） 
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 第８－３図は、雇用創出策のとりまとめ部署の設置状況と雇用問題担当者の人材の確保の

状況についてクロス集計した結果である。雇用創出策のとりまとめ部署の設置状況によって

雇用問題担当者の人材の確保の状況に違いがあると考えられる。 
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